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【１．構想区域のグランドデザイン】 

・必要なときに誰もが身近な地域で質の高い医療・介護を安心して受けられる社会の実現を

目指し、県西構想地区では、「地域の住民の医療は地域で診る」という「地域完結型医療」を

目指す。 

・取組みに当たっては、限りある資源を有効に活用し、地域住民の理解を得ながら、県西地区

保健医療福祉推進会議での協議や、地域医療介護総合確保基金の活用などにより、市町や医療

関係者、医療保険者、介護関係者等と連携して進める。 

 

【２．現状と課題】 

① 構想区域の現状及び課題（課題が生じている背景等を記載） 

・構想区域の医療の在り方として、構想区域内の病床機能の分化・連携を推進し、病院、診

療所、介護施設等の連携を目指すことについては、地域で合意に至っている。 

・こうした流れを受け、一部では地域内の病院が集まり情報交換する場が設けられるなどの

取組みも始まっているが、具体的な連携は、特定の病院間や関係施設間での取組みにとどま

っており、構想区域全体には広がっていない。 

 

② 構想区域の年度目標（医政地発０３３１第１号令和５年３月 31日付厚生労働省医政局地

域医療計画課長通知「地域医療構想の進め方について」） 

・構想区域内の各医療機関の「2025 年に向けた対応方針」及び「公的医療機関等 2025プラ

ン」を県西地区保健医療福祉推進会議及び病床機能分化・連携ワーキング・グループ（２次

医療圏の全病院が参加）において、毎年度協議し、病床機能や病床数等について承認・情報

共有している。 

 

③ これまでの地域医療構想の取組について 

・県西構想区域内の病床機能の分化・連携を推進し、病院、診療所、介護施設等の連携方策

の検討を進めている。 

・病床機能報告では急性期と報告していても、回復期の取組みや、在宅や介護に対する支援

を積極的に行っている医療機関が増えてきている。この地域の病床は、実態として回復期を

含めた包括医療の方向に着実に進んでいる。 

・この地域は、専門的で急を要する病気も地域内でしっかり受け止めて対応している。 

 

④ 地域医療構想の進捗状況の検証方法（地域医療構想調整会議の進め方やデータ分析方法 

等） 

県西地区保健医療福祉推進会議を年３回開催し、協議するととともに、病床機能分化・連携

ワーキング・グループにおいて詳細の議論を行い、進捗状況を検証している。 

 

⑤ 地域の医療機関、患者、住民等に対する周知方法（地域医療構想に係る取組内容、進捗

状況の検証結果等） 

・県西地区保健医療福祉推進会議の下に設置している病床機能分化・連携ワーキング・グル

ープに、２次保健医療圏の全ての病院が参加して、取組み内容や進捗状況を共有している。 

・また、患者、地域住民等に対しては、県ＨＰにおいて県西地区保健医療福祉推進会議の議

事録及び資料を公開し周知するとともに、希望者には会議の傍聴を可能としている。 
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⑥各時点の機能別病床数  

 2015年 

病床数 

 

2023年度 

病床機能報告 

（Ａ） 

2025年の 

予定病床数 

（Ｂ）※ 

2025年 

病床数の必要量

（Ｃ） 

差し引き 

(C)－(A) 

差し引き 

(C)－(B) 

高度急性期   466   378   378  269  △109 △109 

急性期 1,277 1,157 1,150  777 △380 △373 

回復期   108   275   314  863 588  549 

慢性期 1,392 1,113 1,113  772 △341 △341 

休棟中等     53    98    32  ［98］ ［32］ 

計 3,296 3,021 2,987 2,681 △340 △306 
※ 病床機能報告における「2025年７月１日時点における病床の整備の予定」として報告された病床数の

合計又は各医療機関における対応方針の予定病床数の合計 

 

【３．今後の対応方針】※２を踏まえた具体的な方針について記載 

① 構想区域における対応方針 

病院間や在宅・介護を含む関係機関間の連携を進展させるためのネットワーク化を推進する。 

・下り搬送等の医療機関間の連携 

・在宅医療や介護との連携 

・医療ＤＸ、ＩＣＴの活用 

 

② 「①構想区域における対応方針」を達成するための取組 

・ＩＣＴを活用した病院、診療所、介護施設等を結ぶ連携ツール導入の検討 

・上記取組み等が具体化した際の地域医療介護総合確保基金等の活用 

 

③ 必要量との乖離に対する取組  

・総病床数の過剰については、各病院の努力により、2015年度の病床数から着実に減少して

いる（2023年度は、2015年度から 275床減）ことから、引き続き各病院の自主性に任せた取

組みを推進していく。 

・病床機能の急性期の過剰、回復期の不足については、急性期であっても回復期よりの急性

期も一定数あることから、県独自の「定量基準」によって「急性期機能」を分析、評価を行

い共有していく。 

 

④  ３．②及び③による取組の結果、想定される2025年の予定病床数 

 2025年の 

予定病床数 

（令和６年〇月時点） 

高度急性期   378 

急性期 1,150 

回復期   314 

慢性期 1,113 

休棟中等    32 

計 2,987 
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【４．具体的な計画】 ※【３．今後の対応方針】を踏まえた具体的な工程等について記載 

  

 取組内容 到達目標 

2024年度 

― ― 

2025年度 

2040年を見据えた地域医療の在り方の

検討 
検討結果の実現 

 


